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[論文要旨]
本稿は，協同民主党の入党後から国民協同党を結成して臨んだ1947年4月25日の第23回衆
議院議員総選挙までを対象時期として 三木武夫の活動を明らかにした。
三木は協民党を代表Lて他党との交渉を行った。公職追放を免れたことと併せて，交渉を担当
したことが三木の協民党における地位の向上をもたらした。
三木は協民党入党後も新党運動を展開し，国民協同党の結成に参画した。国民協同党の結成後，
三木は第23回衆議院議員総選挙に臨んだ。その得票の分析から.三木が全県的な支持を得始め
たことが明らかとなった。
三木は社会党との連携を重視し続けていた。この姿勢は 1946年4月の第22回衆議院議員総選
挙以来継続している。三木は協民党が少数政党であることを自覚し 他党との連携の必要性を認
識していた。三木は元々社会党寄りの新党結成を意図していたこともあり，社会党との連携を重
視していたのである。
[キーワード] 三木武夫，協同民主党，野党三派協議会，第23回衆議院議員総選挙，
国民協同党
はじめに
本稿は，三木武夫が初めて政党に入党した 1946年6月から，新たに国民協同党を結成してそ
の後の総選挙に臨んだ1947年4月までを対象時期とし，この時期における三木武夫の活動を明
らかにすることを目的とする。
論文受付日 2014年4月25日 大学院研究論集委民会承認日 2014年5月29EI 
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前稿 lにおいて， 日本の敗戦から三木が初めて政党に入党した1946年6月までを対象時期と
して三木の活動宏明らかにした。本稿は前稿に続く時期の三木の活動を検討するものである。前
稿でも述べたように，占領期に公職追放を免れて政党の主要ポストに就いて活動したことで，三
木武夫は占領終了後の5年体制下の政界における主要な政治家の一人となった。三木の占領期
における政治活動を明らかにすることは，その後の政界に影響力を持つに至った要因を考察する
上で重要である。このことは ひいては保守本流とは異なる政治家の観点から戦後の日本政治史
を考察することにつながるだろう 20
本稿の対象時期における三木の活動や，三木が所属した協同民主党と国民協同党を考察した先
行研究として，塩崎弘明，竹中佳彦，村JlI一郎，および小宮京の研究がある 2が，これらの研究
では三木武夫の活動について解明されていない部分も存在する。本稿では，三木武夫の政治活動
に閲する以下の点を考察する。
第lに，協民党が他党と行った交渉，具体的には，新政会との合同問題，議会解散決議案の提
出と野党三派協議会の結成 さらに吉田茂内閣による連立工作への対応を検討する。三木は協民
党を代表してこれらの交渉に参画した。これらの交渉がどのように展開され， どのように意味づ
けられるのかを明らかにする。
第2に，三木が大きく|羽わった国民協同党の結成過程を考察する。また，これに関連して協民
党に入党してから三木が展開した新党運動についても明らかにする。 1946年4月の総選挙以前
から三木は「自由党の左，社会党の右Jに位置する新党の結成を目指した。この新党構想が破綻
したことで協民党に入党したが，協民党に入党した後も新党運動を展開している。国協党の結成
はこの新党運動の途上でなされたものである。園協党の結成までの動向，ならびに闇協党結成後
の新党問題について検討する。
第3に， 1947年4月25日に施行された第23回衆議院議員総選挙における三木の得票を分析
する。三木にとって4回目の選挙となったこの選挙における三木の政見 ならびに三木の得票の
分析が検討内容である O
1 ，協同民主党と新政会の合同をめぐる動き
三木武夫が協同民主党に入党したのは 1946年6月15日である。これ以前.協同民主党では
山本実彦委員長の追放問題が生じていた。 1946年4月10日の総選挙で当選した山本は，追放令
に該当する疑いがあるとして43日間にわたって登院を自粛していた。 5月31日になって山本が
追放に該当しないとされ，山本の追放問題は一旦下火となる 4。これを契機に，協同民主党は再
ぴ党勢の拡大に乗り出した 50 その対象となったのが新政会である 6。協議にあたって協民党と
新政会は， 7名ずつの交渉委員を出し，合同にむけた折衝を行うこととなった。このとき三木は
協民党側の交渉委員に選ばれている 7。協民党，新政会いずれにも合同に慎重な姿勢をとる議員
が存在していたものの，大勢は合同に賛成していた。にもかかわらず，この合同は頓挫すること
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になる。
12日の協民党の代議士会では，多くの議員が合同に賛成するなかで，副委員長の北勝太郎と
弟の政清が，合同に強く反対した 8。北兄弟の反対の現由は，①あくまでも協同組合主義を断行
すべきで，新政会の議員が協民党に入党するのは良いが合同は不可である，②党大会を開催して
合同の可否を決するべきである，というものである。
両派の打ち合わせを経て，協民党は 15日の代議士会で合同を決めた九他方，新政会側も同
日の代議士会で23名が合同に賛成していた 10。こうした動きから，近く両派による合同の共同
声明が発せられ，新党名は協同新政党となると報じられている 11016日の協民党の代議士会では，
25日に全国支部代表会議を聞き，新党結成について協議することが決定された。との決定に北
兄弟が反発し，副委員長名で20日に党大会を開催することを各支部に通知した。この北兄弟の
動きに.協民党は翌 17日，北兄弟に除名処分を下している 120
合同問題をめぐって協民党が紛糾するなかで，新政会側の新たな要求がさらに合同を困難な状
況とする。 17日の夕方 新政会は新党の党名から協同を外すよう主張し始めた 13。協同を含む
党名としたならば，新政会が協民党に吸収された形式となり.既成政党には入らないと標傍して
きた従来の立場と矛盾するというのが理由である。新政会側としては 協民党が合同問題を主導
するなかで，少しでもより良い条件での合同をはかったものと思われる。これに対して協民党は，
①協同主義による限り協同を党名とするのは当然である，(2)すでに同じ年の春に日本協同党から
協同民主党へ党名を変えており，再び党名を変えることは面白くない， として新政会に反駁し
た 14。
協民党と新政会の合同交渉において両派の論点となったのは 新党を結成した場合の協同主義
の位置づけである。具体的には 新党名にIt諮問」を含めるか否か 政策にどの桂度協同主義を
反映させるか，にあった。この点については，新党名に協同をつけることに新政会は同意し，協
同主義については融通を利かせることで合同が組まる方向と見られていた。しかし，新政会が改
めて党名問題を持ち出したことは，交渉を難航させることになる。
8月25日，協民党の第1回全国党大会が開催された 150 この日の大会は，本来ならば新党の
第一回の大会になるはずであったが 両派の合同が紬まらなかったため，協民党のみの大会と
なった。この大会では，新党名に必ず協同を残すことで意見が一致している。他に，党則の改正，
政策調査会運営方針，党組織拡大強化の件を決定し，さらに役員選挙を行い.山本実彦委員長，
井川忠雄書記長を再選した。ただしこの日に予定されていた総務委員の公選は後日に延期と
なった。
党大会の決定を受け，協民党は新政会に対して，新党名に協同を残したい旨を正式に申し入れ
た 180新政会はとれを拒絶し 交渉の打ち切りを決定する。それでも新政会内には交渉継続を望
む議員が存在しており，この打ち切り後も水面下で交渉が継続された。その交渉も，協民党が9
月10日に「新政会の要求がわが党の譲歩できる限界以上のものであったため今回は不能となっ
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た」との声明を発したことで 17 協民党と新政会の合同はひとまずは立ち消えとなった。この後，
新政会は協民党との合同ではなく新政会のみの新党結成に着手し， 9月25日に32名の所属議員
からなる国民党が結成されている 180 こうして，協民党と新政会との合同は，この段階では実現
しなかった。
2，野党三派協議会の結成と連立工作への対応
(1)吉田内閣不信任案をめぐる動き
1946年12月から翌47年2月にかけて.連立工作，倒閣運動，更には新党運動が絡み合い，
政局は複雑な様相を呈した。
吉田茂首相が社会党への連立工作に着手したのは，労働攻勢が始まった 1946年10月のことで
ある。労働三法の制定，総同盟や産別会議といったナショナルセンターの結成など，労働運動が
盛り上がるなかで，産別会識は共同闘争計画を立て， 1946年10月に攻勢をかけた。吉田は社会
党との連立で労働攻勢を乗り切ろうとし.西尾末広書記長に接触して連立を打診している。ただ
し，連立工作が本格化するのは，院外における倒閣運動が高まりを見せてからのことである。
社会党は，吉田内閣打倒国民大会が12月17日に開催されることが決まると，院外の動きに呼
応して音田内閣の不信任案を提出することを決め 協民党と国民党に働きかけた。しかし.協民
党も国民党も不信任案には慎重な姿勢だった。その後も社会党は内閣不信任案提出の構えを崩さ
なかったが，西尾末広と三木武夫が協議した結果 不信任案ではなく議会解散決議案を提出する
ことで合意した。西尾によると，三木が野党一致の結束を保つためには議会解散決議案の方が良
いと提案し，ぞれが容れられたという 19。内閣不信任案と比較すると，議会解散決議案の方が院
内と院外との連環を強めることが可能となる。三木はこの点を重視していたのであろう。議会解
散決識案は玉木の狙い通り，不信任案には慎重だった国民党を同調させる効果ももたらした。国
民党は院外の国民大会が先導する形での不信任案提出には慎重であったが，議会解散決融案には
賛成に回った。
識会解散決議案は， 12月17日に160対236の反対多数で否決された。ただし，翌日日に社会・
協民・国民の三党は，野党三派協議会を設置することで合意している。識会解散決議案は，否決
されたものの.三党がヲ|き続き共同歩調を取るきっかけとなったわけである。
第l回の野党三派協議会は早速翌 18日に開催され，三党は吉田内閣の退陣と議会解散を求め
る声明を発している叱なお，協民党から参加した三木は.この時に救国国民連盟の結成を提唱
している。三派の連絡を緊密にし，共同闘争を展開するために三派を中心に連盟を組織するとい
う構想である。しかし，社会党からの賛同を得られず，この構想はその後祖上に上がることはな
かった。ただこの段階で，三木が他の政党との連盟構想を打ち出したことは，留意しておきたい。
続く 24日の野党三派協議会では，各党から2名の常任世話人を出して連絡を取ること，以後政
策についてなるべく共同歩調を取ることを確認した。この時 三木は協民党の常任世話人となっ
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ている 210
成立の経緯から野党三派協議会が吉田内閣に批判的なスタンスをとったのは当然であった。し
かし，吉田内閣が野党への連立工作を展開していくと.野党三派協議会は内閣総辞職を求めると
同時に連立協議に応じるという対応を取っていくことになる。
(2)吉田内閣による連立工作と協民党の対応
野党三派協議会による議会解散決議案の否決後，連立工作が本格化する。この工作は四次にわ
たって展開された 22。以下，連立工作に協同民主党がどのように関わったのかを中心に見ていく。
第l次連立工作は与党の自由党と進歩党が，社会党に働きかけた工作である。吉田は労働運動
の高揚に対処するため，社会党を与党に包含することをはかり 社会党の左派と右派に個別に工
作し，社会党もこの協議に応じた。左派との交渉は主に和田博雄農相が担当した。工作のなかで
社会党左派は，連立内閣の社会党首班を強く求めていた。一方 右派には吉田が自ら西尾末広と
交渉を重ねた。交渉のなかで西尾は吉田に，①現閣僚の可能な限りの交替，②石橋湛山蔵相の留
任に断固反対，③社会党に安本，労働，農林商工無任所2を 協民と国民からも閣僚を登用
する， という連立の条件を示した。西尾カ汁高民党ないしは国民党からの入閣を持ち出したのは，
三木武夫を高く評価していたためである。議会解散決議案の提出に至るまでの三木の「多大の協
力」と，戦時期から三木に抱いていた「期待と好感Jから，西尾は連立内閣での三木の入閣を望
んだわけである 23。この西尾の提案は吉田には受け入れられず，社会党左派も社会党首班を譲ら
なかったため.1月17日に連立工作は打ち切られた。
野党三派協議会は l月10日に常任世話会による協議を行い，吉田内閣の総辞職，革新政策の
実現，草新三派が緊密に連絡を取って事にあたることを申し合わせていた 24。三派が団結して内
閣の総辞職を求めることを再確認したのである。この申し合わせで 革新三派となっていること
が目を引く。協民党と国民党は中道政党と自らを規定していたにもかかわらず，草新勢力と位置
付けて革新政策の実現を掘った。社会党が野党三派協議会を主導していたことを物語っている。
協民党と国民党にとって，自進社のみで連立工作が進展することは好ましい事態ではなかっ
た。そのため.1月15日の野党三派協議会では，次期政権は自進社連立よりも協民党と国民党
を加えた5党連立が望ましいことで一致し，さらに協民党，国民党がその内閣樹立の前提として，
①5党首会談を実施する，②党首会談で政策協定の内容の決定する，③社会党は単独交渉を避け
て事前に協，固と連絡した上で態度を決める，などを申し入れ，社会党も了承した 250 協，国も
連立に加わる方途を模索するとともに.社会党が単独で決定を下さないよう釘を刺したのであ
る。この一致は，野党三派協議会の方針変更と見ることができる。従来，野党三派協議会の主眼
は吉田内閣打倒にあった。この日の協議会以降，吉田内閣の総辞職に加え，総辞職後の連立内閣
への参加が野党三派協議会の要求となっていく。吉EI内閣の総辞職要求と，連立への参加を矛盾
させないための方策である。連立工作が打ち切られた 17日の野党三派協議会では，社会党が連
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立問題について説明し，協民党と国民党はこれを了承している 260
第l次連立工作は失敗したとはいえ 連立が協議されている段階から，協民党と国民党は難し
い対応を迫られていた。その困難さは工作の失敗後も継続しており，当時の報道によると，第1
次連立工作が頓挫した後，両党には政局への対応について二つの考え方が存在していたという。
内閣が難局を乗り切るためには五党連立が良いとして協力を求めるならば参加するが，社会党が
自進社による連立に拘るならば社会党との関係も断ち切って野党となるべきだとする「現実派」
と，連立に参加しでも少数党として軽視されるととは明らかなので，連立への参加を見送るべき
だという「純理派」である 270両党は，連立に参加するか，野党三派協議会の解消かについて選
択を迫られていた。多数党が中心となって連立を協議した場合における少数党の対応の困難さが
現れている。連立に参加しでも少数党のため影響力は限られるが，然りとて連立に参加せずに野
党となっても絶対多数を占める与党に対峠できないという状況である。両党が「微妙な空気に包
まれJていた 28のも当然であった。
連立への参加か，あるいは社会党との協調路線の断絶かについて，鍵を握っていたのは社会党
の動向である。 ζこにおいて，協民党と国民党は，社会党との関係の再検討に迫られた。
その結論はすぐに出された。 20日の協民党代議士会では，社会党との関係については野党三
派協議会の線を持続する，協民党と一致できる政策で内閣に協力することが決められた矢野党
三派協議会が社会党中心であったことから，社会党との関係を絶つことができなかったのであ
る。この後.24日の野党三派協議会では，改めて，吉田内閣の速やかな総辞職を求めるとともに，
5党の協議による挙閏一致体制を樹立することで意見の一致を見ている 300
第1次連立工作が破綻Lた10日後の27日，第2次連立工作が開始された。との工作は，福田
篤泰総理秘書官と社会党の平野力三が交渉を重ね.29日に連立を協議するため自進社の3党首
による会談が開催されることが決まった。この三党首会談の前日の28日，野党三派協議会は石
橋財政への批判で一致しており この連立工作でも石橋蔵相の処遇が焦点の中心となった。
29日の三党首会談において.吉田首相は，石橋蔵相の留任.社会党への4閣僚ポストの提供，
協民党からの入閣の不同意.などの条件を提示した。三党首会談後，社会党の中央執行委員会は
連立への不参加を，その後の野党三派協議会は5党連立内閣の樹立，速やかな5党代表者会談の
開催を吉田首相に申し入れることを決めた。片山は吉田に社会党中央執行委員会と野党三派協議
会の決定を伝えたが，音田が応じず 第2次連立工作も失敗に終わった。
続く第3次連立工作は，進歩党の新進会が中心となって展開された。新進会は，進歩党の犬養
健総務会長を中心に 23名からなる若手議員のグループである 31。修正資本主義を掲げるととも
に，自進社三党の連立内閣を成立させるべく策動した。工作は新進会が社会党に連立を申し入れ
ることで開始された 32。当初この協議は自進社3党の有志代議士によってなされていた。その後，
2月5日に社会党が連立に賛同する他派の協議への参加を提案し，協民党と無所属クラブの議員
も協議に加わった。有志代議士会では，連立の実現で各派は一致していた。しかし執行部レベ
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ルでは各党の思惑の通いから合意できず，自由党が反対してこの工作も頓挫した。
第l次吉田内閣で最後となる第4次連立工作は，野党から批判にさらされていた石橋湛山蔵相
が推進した。この工作では，与党の自進両党と，野党三派協議会を構成する社会，協民，国民の
五党が会談に加わっている。ここでもやはり石橋蔵相の辞任問題が蒸し返された。野党三派協議
会はいずれも石橋蔵相の居座りに反対しており 2月14日に引き続き野党として国会に臨むこ
とを確認した。結局，との工作も水泡に帰した。
以上のように，一連の連立工作において，協民党は野党三派協議会の一員として，当初は吉田
内閣の総辞職を目指した。しかし 社会党が連立の協議に応じ，社会党のみが連立に参加する可
能性が生じると難しい対応を迫られた。その結果 協民党と国民党も連立に参加できるよう求め
始めた。第1次連立工作の失敗後，両党は社会党との連携の解消も視野に入れたが，結局野党三
派協議会を継続させる決定を下した。協民党と国民党が野党三派協議会を継続させた理由が，そ
の勢力の少なさにあることは明白であろう。単独では少数派として影響力を持てないため，両党
は社会党と提携するより他はなかったのである。その後の連立工作でも，協民党の社会党頼みは
変わることはなかったO 協民党は社会党に追随する形となり 一連の連立工作において協民党は
野党三派協議会には参加したものの，連立工作の中心が自由・進歩・社会の三党にあったことも
あり，直接交渉に関わった機会も少なかった。協民党が連立工作で果たした役割は限定的なもの
であった。それでも両党が一連の工作で社会党との連携を継続させた意味は大きい。総選挙後に
両党が合同して結成された国民協同党が連立与党となる下地を築いたからである。
3，国民協同党の結成
三木武夫は，井JI忠雄書記長とともに協民党を代表して連立工作の一連の協議に加わった。こ
のことは同党内における三木の立場を反映している。
協民党では47年1月中旬に山本委員長の去就問題が浮上した。一度は該当しないとされてい
た山本の公職追放問題は完全には解決しておらず，山本は46年12月に林謙治審記官長から議員
辞職を求められていた。山本はこれを拒否したが 党内における影響力の低下は避けられず，協
民党では新たな指導体制が模索され始めた。 1月初日の代議士会では 井川書記長，三木常任
委員，船田享二政調会長による合議制を採用することが決まった 33。その後山本は 2月14日に，
GHQ民政局 (GS)からの批判や体調不良もあって衆議院議員を辞職した。また.山本に次ぐ実
力者だ、った井川は.2月18日に狭心症で急逝している。その結果，三木武夫が協民党を掌握し
たのである 340
三木が協民党の主導権を握った要因について，竹1:1-1佳彦は，①党内で数少ない戦前からの議員
だ、ったこと，②1942年の翼賛選挙の非推薦議員であり.かっ GHQに出入りできた議員で指導
者としての適正を有していたこと，③政治資金の調達力が高かったことを，小宮京は，三木が
GHQからの期待を受けて公職追放を免れたことを，それぞれ挙げているお。いずれも正鵠を射
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た指摘である。
三木の公職追放問題について述べると，三木は前年の総選挙に出馬するにあたって資格審査を
クリアしたが，三木の公職追放問題が完全に解決されていたわけではなかった。 1947年1月9
日に徳島市内在住の井上雅子という人物は，マッカーサーに宛てて，①数年前の選挙で三木が
A級戦犯容疑者の荒木貞夫から資金と支援を受けており 選挙の演説では世界征服とアメリカ
文化の撲滅を喧伝していた，②アメリカ留学の際にスパイ活動を行っていた，③戦争中に軍需参
与官であった，などを理由として三木が追放令に該当すると訴える書簡を送っている。また， 4 
月の総選挙f変であるが，三宅弥ーという人物も，①三木が軍需参与官を務めており，これは大日
本政治会の総務に準ずる.②翼賛政治会による一億敢闘運動に参加して米英撃滅運動を行ってい
た.としてやはり三木の追放を求める書簡をGSに送っているお。市井からも三木の追放を訴え
る声があり， GHQ内で検討されていた。事実， 1947年4月の総選挙頃にGSが作成したと思わ
れる三木の調査票でも， 1946年l月4日に発せられたSCAPIN550r好ましからざる人物の追放」
による追放措置はとられていないが，戦時中に商工委員を務め，八紘一宇に基づく日本の世界支
配を主張した事実から，立候補資格は“questionable(疑わしい)"と評価されていた 370
三木自身は，自らの公職追放についてどのようにみていたのか。 47年l月4日，公職追放令
の基準を拡大する勅令が出された。地元の徳島新聞は 追放の範囲が拡大したことで三木が追放
となる懸念があると報じた 38が 三木は今回の勅令で影響を受けることはないとの強気の姿勢
を示している 39。三木は，公職追放とならないと考えていたのである。こうした三木の自信の背
常には，明治大学時代からの友人であった松本満蔵の存在があった 40。三木は松本をGHQに出
入りさせていた。松本はGHQ内に知り合いも多く，英語に堪能だったからである。松本は東京
曾舘別館にサーヴイス・センター・トーキョーを設立し，公職追放解除の業務にあたっていた。
三木は公職追放となっておらず.解除を依頼する必要はなかったが，追放を免れるように松本を
通じてGHQ側に働きかけていたであろうことは容易に想像がつく。また，三木が中道政治を主
張していたことも， GSの志向に沿っていた。こうしたことから三木は追放を免れたのであった。
竹中と小宮の指摘に加え，協民党内において三木が他党と交渉を行う上で不可欠な存在となっ
ていたことも.三木が協民党の主導権を握る上で重要であった。
すでに見たように，三木は，新政会との合同 議会解散決議案の提出とそれを契機とする野党
三党協議会の結成，さらに連立工作の交渉に関わった。三木は協民党に入党した早い段階から他
党との交渉を担ったわけである。党を代表して他党との交渉を行うにあたっては，相応しい地位
が必要となる。そのことは三木が就いたポストにも反映されている。 1946年8月30日に協民党
で初めて実施された役員公選の結果，三木は常任委員に選ばれた 41。しかも， 7名が選ばれた常
任委員のなかの筆頭である。三木が筆頭の常任理事とな。たのは，いかなる要因からだろうか。
筆頭の常任委員となった直後，三木は徳島の友人に宛てた書翰で，次のように記している。この
書翰からその要因を伺い知ることができる。
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議会も会期延長につぐ延長で、なかなか国へも帰れません。今度の議会ほど骨の折れることは
ありません。何分新しい人ばかりなので，小生も総務会長として議会運営の責任をもち，毎
日多忙を極めてゐます 420
この書簡で，三木は自らのポストを総務会長と記している。既述のように協民党では， 25日
の全国大会で総務委員の公選は実施されず， 30日に常任委員が公選されている。院内総務も存
在していたが，三木武夫の名前はない 430 また協民党に関して総務会長と記されている記事等も
見当たらない。総務会長とは筆頭の常任委員のことを指しているものと恩われる。別に総務会長
に選出された可能性もあるが.現段階では詳細は不明である。
とまれ重要なのは，三木が協民党内における地位を向上させた一因が，当選回数にあることで
ある。総選挙に先立つ1946年l月に実施された公職追放により，多くの衆議院議員が4月の総
選挙に出馬できなかった。協民党の前身である日本協同党でも多くの幹部が追放となった。その
結果，総選挙後に協民党で複数回の当選回数だ、ったのは，わずかに委員長の山本実彦，三木武夫，
林平馬，伊東岩男の4人だけであった 44。三木は3回の当選回数でありながら，協民党内ではキャ
リアの長い議員となったことから，議会運営を担当するポストに就いたわけである。協民党で三
木以上に他党との交渉に長けた議員が存在せず 同党の幹部として他党との協議の中心となった
ことが，三木が党内で頭角を現した一因であった。
三木は協民党の実権を握ると，新党結成に向けて本腰を入れ始める。新党結成のために三木が
交渉したのは，①国民党と無所属クラブ，②進歩党の新進会，③自由党の芦田均，である。
①については，すでにみたように，協同民主党は日本協同党時代から国民党の前身である新政
会と合同に向けた協議を行っていた。 46年8月には両派が合同の一歩手前まで交渉を進めたも
のの，合同後の協同主義の位置づけをめぐって紛糾して合聞が流れている。その後，同年12月
の解散要求決議案の提出から両党は再接近し，年末から両党に無所属クラブを加えた新党を結成
する気運が高まっていた 450 1946年末，南海地震で徳島が甚大な被害を受けたために帰県して
いた三木は，新党結成について，次のように述べている。
日本の政党を中央の四大政党に極限すべきだという意見があるが，私は協民党，国民党，無
所属クラブなどをまとめて一つの新しい政党を結成しようと考えており帰京すれば早速やる
つもりだ 46
国民党と無所属クラブを含めた新党結成に積極的な姿勢を示したわけである。その後，合同の
時期を模索していくことになる。
新進会は，連立工作と同時に新党運動も進めていた。その主たる対象は自由党の芦田均派で
あったが，協民党や国民党にもアプローチをかけていた。三木も新進会と新党問題を協議してい
たことをGSとの会見で認めている九新進会との交渉は，その後進歩党内における新党結成の
動きが絡んだために纏まらなかった。
自由党の芦田均については，新党の党首に据えることを三木は考えていた ~8。芦田の日記によ
????
ると，三木が新党について芦田と最初に協議したのは2月9日である。三木は，協民，国民，無
所属クラブの三派で85名の議員が揃っており それに「党首として何人かをつれて来て貰いた
い，それが出来ねば単独でもよろしい」と芦田に述べた。向調者を要望しつつも，芦田の党首就
任を最も重視している意向を伝えたのである。芦田は「まあ話はよく考へます」として，賛成も
反対もしなかった 49。その後も三木は， i進歩党と三派合わせて二百名一一最少限百六十位にな
れば第一党ですよ」と，党首になれば総理大臣になる可能性が高いことを示唆したり閃， i矢張
り頭目はアナタです」と芦田を持ち上げる 51など，芦田に新党の党首となるよう再三にわたっ
て懲1思している。
三木の要請に，芦田は明確な回答を保留し続けた。進歩党の斎藤隆夫や新進会などからも新党
結成を打診されており，その動向にも着目していたからである。しかし，こうした新党運動がい
ずれも停滞するなかで，芦田は 19日に新党結成をー且断念する 520 袈20日，芦田は三木に申し
出を固辞したが，三木はなかなか承諾しなかった。芦田は「私自身でさへ又機会があると思ふし，
君の方でも多少の希望を繋いでゐると言ふのなら.それはお互に双方のリスクに於て持つことに
しよう」と述べて三木を説得した問。芦田が今後への含みを持たせたことで，三木も芦田の意向
を容れた。
この段階で三木は，協民党.国民党.無所属クラブのほか.自由党と進歩党の一部からも参加
を集めた上で，芦田均を党首に据えた新党結成を構想していたへその規模については， GSに
対して，その新党には少なくとも 120名が参加するとの見通しを語っている 55。この数に芦田均
とともに加入する自由党の識員を加えて 第一党となる政党を結成しようとしたのである。その
新党は左右のいずれにも属さない中道政党であり 「日本の現状と経済とを直視して社会主義の
基盤にたってその上保守党のもつよさをも取入れていこう」というものでもあった問。三木は，
左右の両極とは一線を画しつつ，社会主義と保守とのプラス面を導入する中道政党の結成を図っ
ていたのである。
46年6月に協同民主党に入党する以前の段階で 三木は楠橋渡書記官長が推進していた「自
由党の左，社会党の右」に位置する新党結成に賛同し，その新党実現を図っていた。協民党に入
党した後も依然として中道政党の結成を意図していたことがわかる。また，三木は社会主義的な
政策の導入を誼った。総選挙後に単独過半数の議席を得る政党はなく，総選挙後に成立する内閣
は連立内閣とならざるを得ないと見て，社会党との連立を考慮していたのだろう。
新進会と自由党芦田派との合同が纏まらなかったことにより，三木はさしあたり協民党，国民
党，無所属クラブの三派による新党結成に着手する。国民党の幹部だった早川崇によると，この
合同を持ち出したのは協民党の三木であった 570 2月20日，国民党と協民党はそれぞれ代議士
会を開催し，合同のための交渉委員を選出した 58。翌日から両党の委員による合同に向けた協議
が開始され， 24日に新党の党名を国民協同党とすること玖委員制を採用し，委員長に適任者
がいない場合には欠員とすること 60を決定した。 26日には.両党は新進会も加入していた進歩
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党の伸友会から新党結成の打診を受けたが すでに両党のみの合同を協議しており.これを拒否
している 610
国民協同党の結党大会は， 3月8日に明治大学で開催された。国民協同党には，協民党42名，
国民党32名，無所属クラブ4名が参加し， 78名の代議士を擁する第四党として発足した。党執
行部は，三木武夫書記長(協民党)，早川崇副書記長(国民党)，岡田勢一中央常任委員会議長(国
民党)，船田享二政調会長(協民党)，笹森順造代議士会長(国民党)という布陣である。両党の
バランスが取られた人事である 62。また発足の段階では 委員長が空席となっていることが目を
51く。協民党と国民党との交渉では，東京大学教授の東畑精一に党首を打診することを決めた。
しかし，東畑は党首就任を固辞した。協民党は，東畑の説得のために南原繁東大総長まで動かし
たが，拒絶された 63。委員長が不在となったため，書記長の三木が事実上同党のトップとなった。
国協党はその立党宣言で， r左右両翼に偏することなく民衆の平和的生成発展を期して堂々政
治の中遣を歩まんとするものである」として中道政治の実現を，その綱領では，議会中心の国民
政治の確立，協同主義による日本経済の再建，人道主義による世界平和と文化への貢献を，実現
するべき政策として掲げた。また，政策については，協同主義に基づく「経済革命の達成J，全
従業員が参加する「生産協同体の確立」 消費者の協同組合組織綱の拡充による消費生活の合理
化など，協同主義を反映させた内容が盛り込まれている代
国協党によると，協民党と国民党との合同は， rその標携する主義政策に於て，結成の動機・
性格につき著しき一致点を見出してゐた」ことに起因する。具体的には，①協同民主党が「その
経済政策につき独占的資本主義・封建制と左翼的階級主義を否定して協同主義を強調する」こと
と，国民党が「社会主義と自由主義の統合の上に搾取隷属なき新国民主義経済体制の確立を指向
する」こと，②「階級主義の否定・国際平和主義・協同民主々義の強調J，などがその一致点で
ある“。
新党結成後，三木は両派が協同主義について一致しており，国民党側が協民党の綱領を受け入
れたこと，新たな綱領は水力利用によるあらゆる設備の電化が付け加えられたことを除白協民
党のそれと同じであるとロウスト政治部長に述べている 660 46年8月の交渉の際，両派は協同
主義の位置づけを巡って一致できずに合同できなかった。それに対してこの時の合同では新党名
に協同の字句があり，また政策についても協民党の綱領が色濃く反映されている。当事者の一方
の側の発言で割引は必要だろうが，三木の発言が暗示するように，協同民主党が主導した新党結
成であったといえるだろう。 とはいえ，当初の三木の構想からすれば国民協同党の結成は中途
のものであり，三木の新党構想は頓挫したと評価しなければならない。
新党問題は，国協党の結成後も引き続き協議された。しかし，その協識のなかで新党に対する
三木の姿勢は変化していく。国協党結成以前の段階では三木が芦田を熱心に勧誘していたが，国
協党結成後は芦田の方が三木に新党への参加を呼びかけるという構図となる。
国協党結成前日の 3月7日，芦田均から新党結成へ進歩党が前進している旨を聞いた三木は，
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芦田に「進歩党がそれなら是非決心してください」と，声田の決断を促していた 670
ところが，国協党結成後の 14日，松本瀧蔵とともに芦田と会見した三木は.I進歩党を疑って
ゐる，そして今となっては新党も chanceを失った」と述べた。三木の新党に向けた従来の積橿
性が除を潜めていることは明らかで.新党運動に対する三木の姿勢の変化を読み取ることができ
る。それで、も三木は新党参加を完全に放棄したわけではない。国協党が新党に参加するための条
件として. I(イ)芦田をヘッドにすること. (ロ)進歩党が総勢でないこと. (ハ)協同主義を採
用する」という三条件を芦田に提示しているからである 680 ここにあるヘッドとは間協党の党首
を指している。この条件は芦田と犬養健の聞で一度は確認されたが，進歩党側は芦田の国協党党
首就任に難色を示している。
三木からの条件を受けた後の 17日，芦田は，新党の「成否は三木君の手中に櫨られて」おり，
自らの国協党党首への就任は考え直すことにして 「三者いずれも合体して新党結成準備委員に
なろうではないか」と三木を口説いた。三木は翌日に国協党の最高幹部と協議した上で午後に返
事をすると答えたが，返答した形跡は見られない 69。新党運動が進展するなかで，国協党には，
新党への参加を希聾する議員もいた。しかし，芦田は，進歩党が各派から「ゴボー抜きJする形
では自らの立場が悪くなる， I是非とも三木君に説いて云階が結束する形にならねばならぬ，そ
うでなければ第一党にもなれない」と考え，今一度三木と交渉することを決心する 700 19日に
芦田は三木に「決意を促しJ，三木は「明日十一時から役員会を招集してゐるから態度を決定し
ましょうJと返答している 71。三木が芦田に返答したかは不明である。しかし，国協党では新党
問題をめぐって紛糾しており，返答できなかったと思われる。こうした国協党の状況から，芦田
は国協党全体の新党への参加を断念する。
この後芦田は23日に自由党を離党した。 268. 進歩党は解党を決定 その後民主党が結成さ
れた。議員総数は 145名で，第一党に踊り出た。その内訳は，進歩党の全114名，自由党9名，
国協党15名，無所属クラブ5名，日本農民党1名無所属1名である。芦田も民主党に参加した。
国協党は 15名が民主党に参加したことで，所属議員は63名に減少している。
当初新党運動に熱心だった三木が，方針を転換させたのはいかなる理由からだろうか。
第lに，三木は協民党や国協党が他党に吸収されるような形式での結成を望んで、いなかった。
三木が芦田に新党結成をもちかけた際，自由党と進歩党が完全に合同する場合には協民党，国民
党，無所属クラブの三派は縮まって入党できないと述べたこと 72や 国協党結成後に新党結成
の条件として協同主義を政綱に盛り込むよう求めたことは この三木の意向を示しているだろ
う。三木は，国協党が新党の主要なアクターとなることを望んでいたのである。
第2に，三木が「国民協同党の立場は六ヶ敷い，それは世間から解党を年中行事としてゐると
非難されるからだJ73と述べたように 解党を繰り返すことを忌避していた。国民協同党は，
1945年12月に日本協同党が成立して以降 1年3ヶ月ほどの聞に二度の改編を経て結成された
政党である。三木は，協同主義を掲げる政党が改編を操り返しているとの批判をかわす必要性を
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認識していたわけである。
第3に，国協党が来るべき選挙への準備に着手し始めていたためである。 47年4月には衆院
選のほか，第一回の参院選と知事選挙が実施されることになっており，各党が選挙戦に向けた準
備を行っていた。三木はロウスト政治部長に，①国協党が衆院選に150名の候補者を立てるほか，
さらに50名の候補者が園協党入党を希望していること，②参院選に 100名，知事選には8名の
候補者を擁立する予定であることを明らかにしている 74。国協党として単独で選挙に向けて動き
出していたなかで，その準備を水泡に帰することになりかねない新党結成に慎重になったのである。
こうして，民主党への参加を見送った国協党は 来るべき総選挙に臨むのである。
4， 1947年の総選挙と三木武夫
1947年2月7日，マッカーサーは総選挙の実施を求める書簡を吉田首相に送った。これにより，
前年に続いて 1947年4月中に総選挙が実施されることが確実となり， 3月31日公示， 4月25日
投票と決まった。周知のように，この総選挙では中選挙区制が復活している。徳島県は，全県 l
区定数5名で，区数と定数については前回と変化はない。
三木は4月l日に立候補を届け出た。この総選挙で三木は「国民協同党の書記長並に選挙対策
委員長として同志応援のため帰県がおくれJ75，投票の1週間前の 17日頃になって徳島に入り，
自らの選挙戦を展開している。それまでの三回の総選挙で三木は自らの選挙戦のみに関わってい
たが，この時に初めて他の候補者を応援している。この選挙は，他の候補者の応援で全国を回り，
選挙戦終盤になって徳島に入るという三木の選挙戦のスタイルの幡矢となったのである。
三木はどのようなことを訴えたのか。『徳島新聞』に，以下の三木の政見が掲載されている。
日本の経済再建は何を措いても石炭の増産なくしては不可能である これがためには石炭企
業の資材金融に最優先的取扱をなすと共に労務に対しでも特に優遇して労働意欲の高揚をは
かり，もって三千寓トンの生産を確保せねばならぬ これで目前の縮小再生産の降下カーブ
を食い止めるのであるが反面インフレに対しでも生産第一主義に立つ綜合的経済五か年計商
を樹て重点的に生産増強をはからなければならぬ.さらに農村対策としては農業会.農業組
合を抱かっして協同組合による農村を建設し農村恐慌克服に対処しなければならぬ，これが
ためには農村の工業化を促進することが重要で、ある，肥料増産には農家資本肥料会社に投資
し協同主義体制を整える 76
三木は石炭に対する傾斜生産方式の継続，労働者の待遇改善，計画経済の実施といった社会主
義的な政策の実施と.協同主義による農村対策の実施を強調している。つまり，三木は社会主義
的な政策を導入した協同主義の実現を訴えたのである。前年の総選挙で三木は自由党と社会党の
聞に位置し，社会主義の理論を導入する新党結成を打ち出していた。この総選挙では社会主義的
な政策を具体的に挙げてその実施を訴えた。また国民協同党から出馬したため，協同主義に基づ
く政策の実現も強調している。こうした訴えをもとに，引き続き社会党と連携していく意向を示
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したのであった。
開票の結果，社会党が 143議席で第一党となった。自由党が 131，民主党が121と続き，国協
党は改選前の 63議席から半減させて 31議席にとどまった。この結果には三木も「今回の総選挙
の結果が予想、より当選率の少なかったことは事実である」と，率直に敗北を認めざるを得なかっ
た 770
次に徳島県の結果を見ると，三木は 58，602禦を纏得して，前回の総選挙に引き続きトップ当
選を果たした。 2位に約 22，000票もの大差をつけての大勝であった。 2位には社会党の成瀬喜五
郎 (36，584票)， 3位に柏原義則 (34，959票)が続いた後，国協党の岡田勢ー (31，569票)と秋
田大助 (28，435票)が食い込んだ。秋田と次点の真鍋勝との票差は 728票である。この選挙で三
木は，苦戦が予想された秋田に，阿波郡，美馬郡，三好郡の票の一部を回したという 780次点と
の票差を考えると，三木が聞した票が秋田の当選に寄与したことになる。全国的に国協党の候補
者が落選するなかで，徳島では立候補した3名全員が当選を果たした。
三木の得票を見ると.地盤とする板野郡と隣接の阿波郡における占有率の高さは従来の総選挙
と同じ傾向である。ただし板野郡から分かれた鳴門市では，岡市を地盤とする天羽文古が同市
の半数以上の票を得たために，三木の得票は伸ぴなかった。また美馬郡の占有率が低下している。
これは，同郡を地盤とする真鍋勝と，父秋田清の時代から同郡に勢力を保持していた秋田大助が
競り合った結果である。
有権者数 有効投巣数 得票 (A) (B) 
徳島市 53，127 30，1l 3，935 6.71% 13.07% 
鳴門市 23.338 16.509 3.388 5.78% 20.52% 
勝浦郡 28，668 16，085 2，406 4.11 % 14.96% 
名東郡 18.714 10，847 1，525 2.60% 14.06% 
名西郡 29.325 16，107 3，566 6.09% 22.14% 
那賀郡 62.296 38，274 4，247 7.25% 11.10% 
海部郡 30.627 20，194 4，002 6.83% 19.82% 
板野郡 55.619 34，086 14，852 25.34% 43.57% 
阿波郡 26.346 17.l05 7.020 11.98% 41.04% 
麻植郡 34.288 21，008 5，327 9.09% 25.36% 
美馬郡 54，571 31.765 3.331 5.68% 10.49% 
三好郡 44.605 29，025 5.003 8.54% 17.24% 
百十 461，524 281，116 58.602 
※『第二十三回衆議院議員総選挙一覧j(衆議院事務局.1948年)よ
り作成。
(A)三木の総得票 (58.602票)に対して各市郡の票が占める割合
(B)各市郡の有効投票数に対して三木の票が占める割合
この選挙における主木の得票の特徴として，戦前の中選挙区制のもとでの旧徳島1区(徳島市・
名東郡・勝浦郡・那賀郡・名西郡・海部郡)において票が伸び始めていることが挙げられる。第
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lに着目すべきは，各市郡別の有効投票数に対する三木票の占める割合である。三木を除く各候
補者は，自らの地盤とする市郡で得票を伸ばす一方で，その他では伸び悩んだ。これに対して，
三木は全ての市郡で 10%以上の票を取っている。第2に，旧徳島l区と旧徳島2区の比率の変
化である。前年1946年の総選挙では，初めて回った旧徳島l区における得票が伸び、なかったが，
l年後の総選挙では旧徳島 l区を構成していた市郡でも得票を伸ばした。 58，602票のうち，旧穂
島l区と旧徳島2区における票数は19，681票と 38，921票で，その割合は33.57%対66.43%となる。
前年1946年の総選挙ではその比率は 17.5%対82.5%であり，旧 l区における比率の伸びは顕著
である。この総選挙の時期に，三木は県内における自らの支援体制の構築に着手していた。その
体制が機能して，三木が全県的に支持を広げ始めたと指摘できるのである。
おわりに
以上，本稿では協同民主党に入党してから，国民協同党を結成し，同党のトップとして臨んだ、
第23回衆議院議員総選挙までを対象に，三木武夫の動きを検討した。
具体的には，第 lに，新政会との合同問題，議会解散決議案の提出と野党三派協議会の結成，
連立工作に協民党がどのように関わったかを明らかにした。三木は協民党を代表して早い段階か
ら他党との交渉を担った。党内で複数回当選している議員が少なかったためである。公職追放を
免れたことと併せて，党内で他党との交渉の中心人物となったことが，三木の協民党における地
位の向上をもたらしたことを指摘した。
第2に，国民協同党を結成するまでの過程と，その前後になされた新党運動について明らかに
した。また，新党問題については国協党結成の前後でその姿勢に変化があることを指摘した。協
民党時代には自由党の芦田均グループ，進歩党の新進会，小会派を糾合した新党結成を図ってい
たが，国協党結成後はこれらのグループによる新党結成に消極的になった。ただし，後に片山内
閣が成立してから，三木は再ぴ新党結成を目指しており，新党そのものに消極的になったわけで
はない。
第3には，第23回衆議院議員総選挙における三木武夫の得票の特徴を分析し，旧来と比べて
全県的な支持を得始めたことを論じた。
この時期における一連の動きのなかで 三木が社会党との連携を重視し続けていたことを特に
指摘したい。三木の社会党重視の姿勢は，前年の総選挙以来継続するものである。野党三派協議
会や連立工作への関与についても 社会党の動向が協民党の政策決定に大きな影響を与えた。三
木は協民党が少数政党であることを自覚し，いずれかの党と連携する必要性を認識していた。中
道政党の結成を目指す以上 その対象は社会党か自由党のいずれかとなる。元々社会党寄りの新
党結成を意図していた三木が 自由党ではなく杜会党との連携を意図したことは当然であった。
こうした姿勢がどのように変化していくのか。この点については次の検討課題としたい。
-89ー
1竹内桂「協同民主党入党までのさ木武夫ー占領初期の新党構想、とその破綻J(r政治学研究論集』第38号，
2013年9月)。
2 小宮京は，吉田茂を中心とする保守本流とは異なる視点から戦後政治史を考察する必聖書性を提起している。小
宮京「三木武夫研究序説『バルカン政治家』の政治資源J(r桃山法学J第22号， 2013年 10月九
3 塩崎弘明「翼賛政治から戦後民主政治へ一日本協同党成立の場合一J(塩崎弘明『園内新体制を求めて』九州
大学出版会， 1998年所収。初出は，近代日本研究会編『近代日本研究4 太平洋戦争j11川出版社， 1982年)， 
塩崎弘明「戦後民主主義と『協同主義』一協同党の系譜~J (前掲.塩崎『国内新体制を求めてJ所収。初出は，
f純心女子短期大学紀要』第25集， 1988年)，竹中佳彦「戦後日本の協同主義政党J(r年報政治学 1998 日本
外交におけるアジア主義』岩波瞥庖， 1999年).村川一郎「日本協同党史・協同民主党史・国民党史J(r行動
輪研究』第 49号. 1997年).小宮京『自由民主党の誕生j(木鐸社. 2010年).前掲，小宮京「三木武夫研究
序説『バルカン政治家』の政治資淑J。
4 r第九十回帝国議会協同民主党の活動j(協同民主党。 1946年)6-7賞。古沢磯次郎文啓307。国立国会関
'11'館慾政資料室所蔵。
5 r朝日新聞j1946年8月10日。
6 jあ民党と新政会との合同交渉については，前掲.竹中佳彦「戦後日本の協同主義政党J179-180頁，および
前掲，塩崎弘明「戦後民主主義と『協同主義jー協同党の系譜ーJ308-309頁，に拠る。
7 r毎日新聞j1946年8月11日。交渉委員は， j潟民党が井川忠雄，林平馬.船田享二，大宮伍五郎，森由己雄，
太田鉄太郎.三木武夫.新政会が秋田大助，石崎千松，穂積七郎，鈴木愈ー，丸山修一郎.山下ツネ，小川一
平。
8 r毎日新聞j1946年8月13日。
9 P初日新聞j1946年8月16日。
10 r籾日新聞j1946年8月17日。
1 r毎日新聞j1946年8月16日。
12 r朝日新聞.11946年8月19日。
13 r朝日新聞.11946 i手8月21日。
14 iiH局.r第九十回帝国議会協同民主党の活動J28頁。
15 r.総会政治研究会『政党年鑑 1947.1 (ニュー ス社. 1947年)188頁。
16 r朝日新聞.11946年8月30日。
17 r毎日新聞.11946年9月11日。
18 凶民党については，内田健三「保守三党の成立と変容J(坂本義和.R.E.ウォード編『日本占領の研究』東京
大学出版会. 1987年)を参照。
19 西尾末広『西尾末広の政治覚書j(毎日新聞社. 1968年)81頁。
20 r朝日新聞.11946年12月19日。
21 r徳島民報.11946年 12月27日。徳島県立図書館所蔵。各党の常任世話人は，協民党が三木と船田享二，社会
党が平野力三と中村高ー，国民党が穂積七郎と小J1一平。
22 辿立工作については，信夫清三郎『戦後日本政治史.1 I (勤草書房， 1966年)443-445頁.451-453頁・
470-471頁・491-492頁升味準之輔『戦後政治 1945・55年』上巻(東京大学出版会， 1983年)200-228頁，
福永文夫『占領下中道政権の形成と崩壊j(岩波書庖， 1997年)113-116頁.中北浩爾『経済復興と戦後政治
一日本社会党 19451951年.1(東京大学出版会. 1998年)61-65買，楠綾子『現代日本政治史1 占領から
独立へJl(吉川弘文館.2013年)109-112頁。
幻前掲，西尾末広『西尾末広の政治覚書.181頁。
24 r朝日新聞.11947年l月12日。
25 r読売新聞.11947年1月16日。
26 r毎日新聞.11947年1月18日。
27 r読売新聞Jl1947年1月19目。
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28 同前。
29 r毎日新聞.11947年l月21日。
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